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【背景・目的】医療費抑制や、家族構造変化による家族による高齢者介護負担を社会化す

るために、2000年 4月から介護保険制度がスタートした。その後、6年毎に人口学的・社

会経済的・医学的な変化を反映させ、介護認定の基準やサービスの内容等が変化してきて

いる。このような介護保険サービスの 1 つが、維持期における訪問・通所リハビリテーシ

ョンであり、2012年、2018年の改正時にも検討され、今後もこれらサービスの重要性がま

すます高まっている。本報告では、高齢化率・経済社会活動・医療環境の異なる 10の地方

自治体における 65歳以上の介護保険認定者が訪問リハビリテーションや通所リハビリテー

ションの利用における地域間の相違や時系列変化に光を当てることにする。 

【方法】本報告では、2007-15年まで 2年ごとに中高年を対象に行われてきたパネル調査「く

ら し と 健 康 の 調 査 （ JSTAR: Japanese Study of Aging and Retirement ）」

（https://www.rieti.go.jp/jp/projests/jstar/）の個票データから、65 歳以上の介護保険認定

者を抽出。2007-15 年までの調査から介護認定された高齢者 343 人を、①訪問リハビリテ

ーション利用、②通所リハビリテーション利用、③いずれも利用していない、3つのグルー

プに分けて、③をレファレンスとして、①及び②それぞれについての probit 分析を行った。

説明変数は、年齢・性別・配偶者の有無・IADL・教育水準・調査時点での病名・要介護度・

認知能力・CESD16・近所のつながり・調査の市区町・調査年次である。 

【結果】分析結果は、配偶者がいる人、高学歴の人、脳卒中の患者、市区町間での格差、

時系列的変化が統計的に優位が認められた。通所リハビリテーションでは、男性、認知機

能スコアが高い人、大腿骨頸部骨折の患者の間で高いが、訪問リハビリテーションの場合

と異なり、市区町間での相違や時系列での変化には有意性が認められなかった。 

【考察・結論】訪問・通所の 2 つのリハビリテーションの利用パターンの決定因子には顕

著な違いが認められ、時間経過や地域によるインパクトでも 2 つの間で大きな違いが認め

られた。このような結果となった背景をさらに分析するために、市区町ごとに行政サイド・

高齢患者の家族・ケアマネを含む医療サイドを対象とした in-depth studyを実施できれば、

これらの地域における介護保険制度の一層の効率化に貢献することが可能になろう。 


